





学位授与番号 法博 第101 号
URL http://hdl.handle.net/10097/59446




学位授与年月日 平成 24年 3 月 2 7 日






















本論文は第 1 章で研究の目的と概要を明らかにした後、第 2 章で日本の国会・内閣制度
を特徴づける議院内閣制に対する先行研究と、日本の国会運営についての先行研究とを整
理し、分析課題を提示する。その上でまず第 3 ・ 4 章では、自民党が衆参両院で優位に立
った 1 955 年から 1 989年までを分析する。第 3 章では、自民党の派閥対立構造を解







8 9 年以降の「ねじれ」国会における参議院の役割を分析し、第 6 章は、 1 996 年から
200 7 年までの衆議院の選挙制度改革による政党制の変容の中で、野党第一党の機能を
分析し、第 7 章では、 200 7 年の参議院選挙によって生じた「ねじれJ 国会の下での法















らず、政党の組織構造、選挙制度といった要因について、 195 5 年以降の日本の状況を
術敵した上で、そこでの国会運営を分析する。まず、法案の成立率と審議速度から、自民
































以上の 1 955 年体制期の政党政治を前提として、第 5 章以降では、 198 9 年以降の






ついて 198 9 年を境に一度減少した後、 2008年以降増加に転じている。その上で、
予算国会で新規に提出され、衆議院で先議された法案を対象に、政権安定期







第 6 章は、 1 990年代以降の国会審議の変容を、野党第一党の機能に着目して分析す





そして第 7 章は、 2007年の参議院選挙によるねじれ国会が国会運営に与えた影響を
分析する。ここでは、衆議院で、の再可決が可能で、あった 2009年の衆議院総選挙以前に






































論文は、従来必ずしも注目されてこなかった 198 9 年以降の政党政治を構造的に説明するこ
とに成功したのである。
そして第 3 には、本論文は、総体として安定期であった 1 955 年体制期と、政党政治が不
-16-
安定化した 198 9 年以降とを、統一的に説明するために、自民党とこれと対抗する野党第一




しかしながら、本研究にも限界は存在する。第 1 に、本研究は 195 5 年以降を全体として
とらえ、かっ自民党研究と国会研究とを同時に論じようとするあまり、個々の命題について推
論を重ねることで、分析のインプリケーションに依拠する傾向が見られる。また、 198 9 年
以降については、政党政治の変容を部分的に検出したにとどまる分析と見られる一方で、この
時代の全般的な変化についてやや性急に結論を導いている箇所もないではない。
第 2 に、自民党についての定性的な叙述の箇所は、近年戦後史の史料の発掘が進む中で新聞
報道に依拠した従来の自民党研究とは異なる事実が提示されつつあり、特に派閥の構造につい
ては今後大きく研究が進むことが容易に想定できるため、本論文のいう自民党の「分権性」に
は再考の余地がある。
とはいえ、以上の問題点は、川村氏が、本論文に見られる戦後日本の政治を総体として術搬
する視座を確固と定め、持ち前の粘り強し、研究姿勢でデータの収集と分析を繰り返すことによ
り容易に克服できるものである。これまで述べてきたように、従来の国会研究を乗り越える分
析枠組みにより戦後政治研究に数多くの新しい知見を提示した本論文は、博士の学位論文にふ
さわしいものと認められる。
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